
平成２５年度 １１月補正予算参考資料

トータルコストの表記について
トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。あ

くまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には一致し
ていません。
また、人役については、表示単位未満四捨五入で表示しており、結果が0.0人役となるものにつ

いては、人件費を0としています。





平成２５年度一般会計補正予算説明資料
３款 民生費

１項 社会福祉費 障がい福祉課（内線：７１５４）

１２目 障がい者自立支援事業費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補正前 補正 計 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取県障がい者アー 債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為

ト推進事業 (基金繰入金)

186,644 186,644 186,644
(基金繰入金)

51,128 83,428 134,556 83,428

ト ー タ ルコ ス ト 59,072 83,428 142,500 （補正に係る主な業務内容）
従 事 す る職 員 数 1.0人 0.0人 1.0人 大会準備・運営委託

工程表の政策目標（指標）スポーツ、文化・芸術活動や余暇活動などにおける交流等を通じてネットワーク
を形成するとともに、理解を深め、認め合う機会をつくる。

事業内容の説明 【「とっとり支え愛基金」充当事業】

来年７月から開催する「第１４回全国障がい者芸術･文化祭とっとり大会」の準備に万全を期するた

めには、今年度内に大会の準備・運営を委託する事業者を決定し、実施計画の作成や出演者との実務

的な交渉等を開始する必要があることから、来年度の開催経費を含めた大会の準備・運営に必要な経

費のうち、今年度内に必要となる経費について、増額補正する。（残りの額については、債務負担行為

を行う。）

また、今年度から実施している「劇団立ち上げ事業」や「アーチストリンク事業」などの全国大会

準備事業にもボランティアの協力をお願いしたいため、今年度内にボランティアセンターを設置する。

＜障がい者アート推進事業の一覧＞

事業内容 現 計 補正額 計

予算額

○実行委員会負担金 36,251 83,428 119,679
会議運営費、プレ大会・ワークショップ等開催経費、
舞台芸術等準備費、大会広報事業費
※大会準備・運営委託経費等について今回増額補正

○障がい者アート活動支援事業 10,160 0 10,160
障がいのある方を含むグループ・団体が、大会への出演・
出展を目指して行うアート活動を支援（補助金）

○検討委員会開催等 4,717 0 4,717

会議運営費、障がい者アートコーディネーター人件費等

合 計 51,128 83,428 134,556

＜補正額（83,428千円）の内訳＞

（１）大会準備・運営委託 79,990千円

内 容 補正額 説 明

イベント運営経費 203,753 スタッフ・出演者費、音響照明費、会場装飾費等

広報費 34,154 チラシ、ポスター、テレビＣＭ、新聞広告等

その他 28,727 実施計画、広報計画、宿泊・輸送計画、記録写真等

準備・運営経費計 266,634

うちＨ２５補正分 79,990 ※準備・運営経費の３割（前金払可能相当額）

うち債務負担行為分 186,644

（２）ボランティアセンター 3,438千円

内 容 補正額 説 明

事業費 281 ボランティア交通費、スタッフジャンパー等

設置・運営費 1,187 職員旅費、ボランティア募集チラシ、保険等

人件費 1,970 非常勤３名

合 計 3,438
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第１４回全国障がい者芸術・文化祭とっとり大会概要

（１）目的

全ての障がい者の芸術及び文化活動への参加を通じて、障がい者の生活を豊かにするとともに、

国民及び県民の障がいへの理解と認識を深め、障がい者の自立と社会参加の促進に寄与する。

（２）主催

厚生労働省、鳥取県、鳥取市

（３）開催方針

・障がいのあるなしにかかわらず、あらゆる人が参加して交流し、互いに理解と認識を深めるとと

もに、共に創作する。

・障がい者が日頃取り組んでいる芸術文化活動の成果を紹介、発表し、その創造性や芸術性を全国

に発信する。

・鳥取の｢力｣を発信し、鳥取発の「あいサポート運動」を推進する。

（４）大会テーマ

障がいを知り 共に生きる

（５）大会愛称

あいサポート・アートとっとりフェスタ

（６）開催期間

平成２６年７月１２日（土）～１１月３日（月・祝）

（７）開催内容

＜舞台発表等＞

開催日 内 容 場 所

平成２６年 ７月１２日 オープニングセレモニー とりぎん文化会館（鳥取市）

８月 ９日 瑞宝太鼓関連イベント 倉吉未来中心（倉吉市）

９月 ６日 アール・ブリュットと糸賀一雄 米子市文化ホール（米子市）

を語るシンポジウム

９月２０日 特別支援学校による合同音楽祭 倉吉体育文化会館（倉吉市）

９月 中旬 鳥の演劇祭とのコラボイベント 鳥の劇場（鳥取市）

１０月 ４日 あいサポートコンサート 米子市公会堂（米子市）

１０月１１日 手話芸術イベント とりぎん文化会館（鳥取市）

１１月 １日～ クライマックスイベント とりぎん文化会館（鳥取市）

１１月 ３日

＜展示会＞

開催期間 内 容 場 所

平成２６年 ９月 ６日～ アール・ブリュット展（西部） 米子市美術館（米子市）

９月２８日

１０月 ９日～ アール・ブリュット展（中部） 倉吉博物館（倉吉市）

１０月１９日

１０月２５日～ アール・ブリュット展（東部） 県立博物館（鳥取市）

１１月 ３日

１０月１６日～ アーチストリンク作品展 とりぎん文化会館（鳥取市）

１１月 ３日

１０月２５日～ 国際障がい者アート展 県立博物館（鳥取市）

１１月 ３日

（注）アール・ブリュットとは、「生（き）の芸術」という意味で、芸術の専門的な教育を受けてい

ない人が、伝統や流行などに左右されずに自身の内側から湧き上がる衝動のまま表現した芸術

のことです。

- 2 -



平成２５年度 一般会計補正予算説明資料 

 
２款 総務費 
 ２項 企画費                        文化政策課（内線：７８３９） 
    ２目 計画調査費                                    （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県立県民文化
会館等施設整備事
業 

37,656 28,439 66,095   
 

28,439  

トータルコスト 42,422 29,233 71,655 （補正に係る主な業務内容） 
トイレ改修に係る委託・工事発注 従事する職員数   0.6人   0.1人  0.7人 

工程表の政策目標(指標) 県民が芸術・文化を発表する場や鑑賞する機会を拡充 

 
事業内容の説明 
 
１ 事業の目的・概要 

県民文化会館（とりぎん文化会館）は、平成５年の開館後、バリアフリー化のため音声誘導装

置やハートフル駐車場の設置等の施設改修を順次実施してきたところであるが、平成２６年７月

より同館をメイン会場として「第１４回全国障がい者芸術・文化祭とっとり大会」が開催される

予定であることから、高齢者や障がいのある方にも安心して施設を利用していただけるようトイ

レの改修工事を行う。 

 
２ 主な事業内容 

項目 金額 概要 

実施設計 １，７７２千円 当該改修工事に係る設計を行う。 

改修工事 ２６，６６７千円 
梨花ホール１階の和式トイレの洋式化及び手す
り設置に係る工事を行う。 
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平成２５年度一般会計補正予算説明資料 
８款 土木費 
 ４項 港湾費                       空港港湾課（内線：７４０５） 
  ４目 空港費                                （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補正 計 財  源  内  訳  
備 考 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取空港維持管理費 
［単県公共事業］ 46,009 16,115 62,124 

  
（基金繰入金） 

8,552 7,563 
 

トータルコスト 52,364 16,115 68,479 （補正に係る主な業務内容） 

現地確認、設計、工事及び委託契約・監督 従事する職員数 0.8人 0.0人 0.8人 
工程表の政策目標（指標） － 
事業内容の説明              【「鳥取県地域の元気・公共投資臨時基金」充当事業】 
１ 事業の目的・概要 

鳥取空港の利便性の向上のため、身体障がい者用駐車場及びハートフル駐車場に屋根を設置する

などの整備を行う。 

２ 主な事業内容 
【身体障がい者用駐車場及びハートフル駐車場に係る屋根設置工事】C=10,341 千円 

雨天時における当該駐車場利用者の利便性向上のため屋根を設置することとし、平成２６年３

月までに設計、７月頃までに整備を行う。 

≪設置位置≫ 

 
≪設置事例≫ 

  

【鳥取空港排水路改良工事】C=5,774 千円 

平成２５年８月の大雨の際に鳥取空港制限区域内の排水路から雨水があふれ出したことから、

これを防止するため、擁壁を設置し排水路の嵩上げを行う。 

３ これまでの取組状況、改善点 

 身体障がい者駐車場及びハートフル駐車場に屋根を設置することで、身体に障がいのある方など

の空港利用者の利便性の向上が図られる。 
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平成２５年度一般会計補正予算説明資料 

 
２款 総務費 
 １項 総務管理費                       人事企画課（内線：７０３２） 
    ２目 人事管理費                              （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

(新) 
手話を学べる庁内
環境整備事業 

0 1,500 1,500   
 

1,500  

トータルコスト 0 1,500 1,500 （補正に係る主な業務内容） 
助成金交付事務、備品購入等 従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人 

工程表の政策目標(指標)  － 

事業内容の説明 
 
１ 事業の目的・概要 

手話言語条例の制定に伴い、県職員が率先して条例制定の趣旨を理解するとともに、最低限
の手話（挨拶、簡単な対応等）を習得するなど、県の責務である手話の普及等の環境整備を推
進する。 
 

２ 主な事業内容 
（１）職員人材開発センターでの研修等〔450千円〕 

○自己啓発活動の助成に手話検定の受検料及び手話の通信教育受講料を追加 
（補助率：10/10） 

○手話関連のＤＶＤの整備（県職員、市町村職員の研修等に活用） 
（２）県庁内図書室の書籍の充実〔100千円〕 

○書籍の購入 
（３）普及啓発グッズの作成、着用〔950千円〕 

○「手話勉強中」、「手話できます」など手話の取組を象徴する記章、缶バッジ、名刺等 
（４）その他 

○11月補正要求事業以外にも既定予算により以下の取組を実施 
【自発的取組の環境整備】 
・庁内ＬＡＮを活用した手話の習得・情報提供 

手話に関する情報や手話が学べるデーターベース（コンピュータグラフィックスを活
用）を開設 
パソコン起動時画面での手話講座 

・県民向けに作成する手話教材（手話を学べるＤＶＤや手話チャンネル（とっとり動画ち
ゃんねる））を県職員も活用 

・休憩時間を活用した手話の学習 
エンジョイ手話講座（月１回、教育委員会特別支援教育課主催） 
休憩時間中に「みんなの手話（毎週月曜日ＮＨＫ12:25～12:50）」を視聴 

【研修等】 
・各職場で選任する「手話推進員」による職場内研修の実施 
・朝礼、終礼に手話を取り入れた挨拶運動の実施 
・職員人材開発センターでの研修の実施 

行政職員のためのろう者と手話について学ぶ特別研修（東中西で計５回） 
手話講座（初級）（自己啓発支援研修） 
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平成２５年度一般会計補正予算説明資料

10款 教育費
５項 特殊学校費 特別支援教育課（内線：７５７４）

（ ）２目 特別支援学校費 単位：千円

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

手話で学ぶ教育環境 ( )基金繰入金

整備事業（図書環境 26,100910 26,100 27,010

充実）

ト ー タ ル コ ス ト 910 26,100 27,010 （補正に係る主な業務内容）

全学校への手話関連図書の整備従 事 す る 職 員 数 0.0人 0.0人 0.0人

自立と社会参加の促進を目指した教育環境の整備工 程 表 の 政 策 目 標 （ 指 標 ）

事業内容の説明

１ 事業の概要

「鳥取県手話言語条例」が制定され、ろう者とろう者以外が互いを理解し、その個性と人格を

互いに尊重するという条例の基本理念に基づき、子どもたちの自主的な学習や教員の教材作成な

ど、学校教育において手話を学ぶ環境の充実を図るため、鳥取県こども未来基金を活用し、手話

に関する図書を鳥取県内全学校の図書館に整備する。

２ 主な事業内容

手話を学ぶために必要な図書を県内の小中学校 高等学校 特別支援学校の学校図書館に整備し 手、 、 、「

話情報コーナー」を設置する。

＜配布先及び予算額等＞

区分 学校数 内 容 予算額（千円）

小 学 校 １３５校 小学校版図書セット ２セット／校 １３，５００

中 学 校 ６２校 中学校版図書セット ２セット／校 ６，２００

高 等 学 校 ３１校 高等学校版図書セット ２セット／校 ３，１００

特別支援学校 １１校 特別支援学校版図書セット ２セット／学部 ３，３００

計 ２３９校 ２６，１００

３ これまでの取組状況、改善点

・平成２５年９月県議会で「鳥取県手話言語条例」が制定され、鳥取聾学校の教職員の手話の知

識・技能の向上を図るために手話講座の開催やろう児、ろうの保護者、ろうの教員との情報共

有を図るため手話通訳者の派遣を行っている。

・鳥取聾学校本校では小学校、中学校、高等学校各１校、ひまわり分校では小学校１校と交流学

習を実施し、手話に関する理解を深めているところである。

・学校における手話の普及を図るため手話学習教材作成委員会を設置し、１１月５日に鳥取聾学

校で開催した第１回の委員会において、関係者と学習教材の内容・媒体等についての意見交換

を実施した。

なお 「入門編」の学習教材については、年明けから活用できることを目指して作成する予定。、

・学校現場では 「総合的な学習の時間」等での授業や、学習発表会等での手話による合唱、手話、

クラブの設置など取り組んでいる。

・県教育委員会では、採用１～２年目の教職員研修で手話学習を取り入れるとともに、職員向け

の手話講座の開催（月１、２回）や、県立図書館での手話コーナーの設置などに取り組んでい

る。
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平成２５年度一般会計補正予算説明資料
２款 総務費
２項 企画費 交通政策課（内線：７０９９）

３目 交通対策費 （単位：千円）
財 源 内 訳

事 業 名 補正前 補 正 計 備 考
起債 その他 一般財源国庫支出金

国内航空便利用促進
117,175 12,000 129,175 12,000

事業

トータルコスト （補正に係る主な業務内容）130,680 12,000 142,680
従事する職員数 1.7人 0.0人 1.7人 航空便を活用した新たな国内交流創出のた

めの補助金、新たな航空路線のＰＲ
東京便の増便、運賃低廉化、国内航空便の利便性向上工程表の政策目標 指標（ ）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
ＡＮＡによる米子鬼太郎空港の東京便６便化（10月～1月末 、スカイマークによる成田・茨城・）

神戸便（12月20日～ 、また鳥取空港の東京便５便化（目標：2014年3月末～）に向けた活動など、）
山陰と日本国内各地を結ぶ空の交通インフラが充実し、山陰を核とした交流が胎動しつつある。
空の交通インフラをビジネス・観光ツールとしてだけではなく、将来につながる各就航先との交流

基盤として育てるための取組を進める。
加えて、新規就航路線の認知度を高める取組や観光客誘致等（旅行商品造成など）に資する取組を

進める。

２ 主な事業内容
（１）航空便を活用した新たな国内交流創出事業

山陰または就航先の地域活動団体等が、鳥取・米子鬼太郎両空港に就航する国内航空定期便を利
用して新たな交流創出活動に取り組む場合、その経費に対して補助を行い、航空便を活用した交流
のきっかけづくりを促す。
＜補助金概要＞

県内２空港の航空定期便を利用して、就航先周辺地域との新たな交流を生み
補助対象事業 出すための事業（今後の交流拡大に資するもので、新規性のある、鳥取県内

に経済波及効果をもたらす取組）
事業実施主体 県内外交流団体
補助率 １／２（補助上限額２００千円）
補助対象経費 航空運賃、宿泊費、謝金、使用料等
対象団体 ５団体
※補助団体の決定は審査会を設けて行う。

（２）新たな航空路線利用促進事業
スカイマーク株式会社による新たな航空路線やＡＮＡ東京便の利用を促すため、ツアー造成の働

きかけ、路線認知度の向上を図る取組を強化する。
１ 利用促進懇話会に 空港利用促進懇話会が行う既存路線及び新規就航路線の利用促進事業

（ ） 。よる取組 旅行会社へのツアー造成働きかけなど に要する経費の一部を負担
２ 航空会社とタイア 既存路線に加えて、スカイマーク社とタイアップして、航空路線・観
ップしたＰＲキャン 光情報の提供及び搭乗者へのプレゼントキャンペーン等を実施する。
ペーン （専用ＨＰでの情報発信、スカイマーク社の広告媒体を活用した路線

ＰＲ）
３ 首都圏・関西圏等 ・ 就航先におけるイベントでの観光・航空路線ＰＲ
での観光・路線ＰＲ ・ ローカル情報番組などを利用した地元向け路線ＰＲ

３ これまでの取組状況、改善点
○ＡＮＡ東京便の利用促進に向けて、航空会社、旅行会社と連携した情報発信、タイアップキャン
ペーン、旅行商品造成支援などを行うことにより、個人旅行、団体旅行をターゲットとした利用
促進策を講じているところである。

○これらに加えて、鳥取空港、米子鬼太郎空港の就航路線の情報発信等を行うとともに、各就航先
地域の団体との相互交流による新たな国内交流を創出することにより、航空便のさらなる利用促
進を図る。
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平成２５年度一般会計補正予算説明資料 
 
８款 土木費 
 ４項 港湾費                       空港港湾課（内線：７４０５） 
  ４目 空港費                                （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補正 計 財  源  内  訳  
備 考 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）米子空港増設駐車
場整備事業 

［単県公共事業］ 
0 22,500 22,500    22,500  

トータルコスト 0 22,500 22,500 （補正に係る主な業務内容） 

現地確認、設計、工事及び委託契約・監督、関係機関との調整 従事する職員数 0.0 人 0.0 人 0.0 人 

工程表の政策目標（指標） － 
事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

平成２５年１２月２０日にスカイマーク株式会社が米子鬼太郎空港へ国内線新規路線を就航するこ

とに伴い、増加すると予想される利用者に対して、現在の駐車場だけでは不足が見込まれるため、駐車

場の増設等を行う。また、今後の増便に備え、駐車場の将来計画の検討を行う。 

 
２ 主な事業内容 

空港近隣にある県有地等の三日月地（１２６台）、旧県道敷地（１４３台）に駐車場を増設するとと

もに、利用者への案内誘導のための看板設置等を行う。また、今後の増便に備え、必要となる駐車場の

規模、候補地等の検討を行う。 

【事業費】C=22,500 千円 

・国有地購入費、案内看板設置工事費、将来計画予備設計委託費  等 

【駐車場位置図】 

    

３ これまでの取組状況、改善点 

今回の駐車場増設（２６９台）により、新規就航に伴い今後増加すると見込まれる空港利用者の利便

性の向上が図られる。（既存駐車台数（６８２台）） 
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平成２５年度 一般会計補正予算説明資料 

７款 商工費 

 ３項 観光費                       国際観光推進課（内線：７３１０） 

    １目 観光費                                       （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

世界へ打って出る

“とっとり”国際観

光推進事業（外国人

観光客誘致推進事

業） 

122,808 5,840 128,648   

 

 

 5,840  

トータルコスト 142,668 5,840 148,508 （補正に係る主な業務内容） 

受入環境の整備、広報ツールの制作 従事する職員数   2.5人   0.0人  2.5人 

工程表の政策目標(指標) 外国人観光客の誘致及び受入環境の整備 

 
事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

  本年７月～８月の香港～米子間連続チャーター便受入における「おもてなし」が香港観光客に

高く評価されたことから、こうした取組を韓国・台湾・タイなどに拡大するとともに、本県の

食や文化を積極的にＰＲし、個人客やリピーターの増加を図る。 

 

２ 主な事業内容 

                                    （単位：千円） 

            内      容  予算額 

１．冬季の食のみやこ鳥取県ＰＲ 

 ①食のみやこ鳥取ガイドブックの韓国語版制作（10,000部） 

②県内の水（記念ラベル・ペットボトル）の作成・配布 

（チャーター便来客用1,000本）  

③冬季の鳥取の食文化（餅つき）や果物（いちご、柿）のＰＲ活動

支援（農産物直売所での試食販売等） 

5,040 

 

 

 

  

 

 

２．空港・駅等での歓迎対応 

  チャーター便や成田空港乗り継ぎ等による来県客への空港等での着

ぐるみ歓迎、記念品配布 

 800 

合    計 5,840 

 

３ これまでの取組状況、改善点 

 ・香港連続チャーター便実績（平成25年7月～8月） 

  運航便数 ２２便 乗客数 ３，２８３名 平均搭乗率 ８６．８％  

 

・今後のチャーター便運航予定（平成26年1月～3月） 

  運航便数  ４便程度 
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平成２５年度一般会計補正予算説明資料

医療政策課（内線：７１９５）

３目 保健師等指導管理費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補正前 補 正 計 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為

（新）鳥取看護大学 792,981 792,981 (基金繰入金) 債務負担行為

設置支援事業 0 0 0 300,000 492,981

トータルコスト 0 0 0 （補正に係る主な業務内容）

従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人 関係者間の調整

工程表の政策目標（指標）看護職員数の増（目標値：5,724人（平成27年末））

事業内容の説明 【「鳥取県地域医療再生基金事業」充当事業】

１ 事業の目的・概要

本県の看護師不足、高度化する看護・医療等に対応するため、学校法人藤田学院が設置する

鳥取看護大学に対し、中部市町とともに支援を行う。

２ 主な事業内容

（１）補助概要 （単位：千円）

事業主体 学校法人藤田学院

負担割合 県：１／２、 中部市町：１／２

補助対象経費 【文部科学省の標準経費等：1,473,250】

○施 設 970,250

＜積算＞650千円(予定坪単価)×標準面積4,561㎡/ 3.3×1.08

○教 具 、 校 具 等 110,000

○開設年度経常経費 393,000

【校舎建設に付随する設計費等：112,712】

○設計・解体費等 79,752

（経費を文部科学省の標準経費ベースで算出）

○図 書 費 32,960

補助金額 県：792,981、中部市町：792,981

（参考）総事業費：2,985,100 うち法人負担：1,399,138

（２）鳥取看護大学の概要

・設 置 者：学校法人藤田学院

・設 置 場 所：倉吉市福庭

・入 学 定 員：1学年80名（収容定員320名）

・設置学部学科：看護学部看護学科

・開 学 時 期：平成27年4月1日

・総 事 業 費：約29.9億円

（３）債務負担行為限度額

期 間 限度額（千円）

平成２６年度 ５９６，４８１

平成２７年度 １９６，５００
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平成２５年度一般会計補正予算説明資料 

２款 総務費 
 ２項 企画費                      鳥取力創造課（内線：７２４８） 
    ２目 計画調査費                                    （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）「新生」鳥取
マラソン支援事業 

0 7,500 7,500   
 

 7,500  

トータルコスト 0 11,472 11,472 （補正に係る主な業務内容） 
 実行委員会等調整、補助金事務 従事する職員数 0.0人 0.5人 0.5人 

工程表の政策目標(指標) 多様な活動を行う様々な主体が自主的かつ連携して地域づくりに取り組む社
会を実現する。 

 
事業内容の説明 
 
１ 事業の目的・概要 
 

 スポーツによる地域振興に資するよう新たに魅力のあるコース設定を変更するのに併せて、
競技力の向上のため規模を拡大・充実して開催される鳥取マラソンを実施する実行委員会に、
所要経費を負担する。 
 

２ 主な事業内容 
 

 ＜鳥取マラソン2014の概要＞ 
ア 実 施 日 平成26年3月16日（日） 
イ 種  目 フルマラソン（42.195㎞） 
ウ コ ー ス 鳥取らしい新コースを設定（日本陸連公認を予定） 

鳥取砂丘オアシス広場付近(スタート)～仁風閣・鳥取城跡前～鳥取市国
府町支所～とりぎんバードスタジアム～円通寺橋～豊実公民館～コカ・
コーラウエストスポーツパーク陸上競技場(ゴール) 

エ 参加定員 3,000人（フルマラソンのみ） 
オ 参 加 料 7,000円 

     カ 主  催 鳥取県、鳥取市、鳥取陸上競技協会、新日本海新聞社 
キ 主  管 鳥取マラソン実行委員会 

（鳥取マラソンを成功させるため官民連携による実行委員会を構成。関
係団体として県、県教育委員会、鳥取市、鳥取市教育委員会、鳥取陸
上競技協会、新日本海新聞社ほか） 

   ク 事 業 費 54,800千円 
（財源内訳：県7,500千円 市8,000千円 新日本海新聞社15,600千円 

参加料等23,700千円） 
 

３ これまでの取組状況、改善点 
 

 鳥取市、鳥取陸上競技協会、新日本海新聞社の３者が中心となって平成20年3月に参加者800
人余りでスタートした「鳥取マラソン」は、参加者が年々増え、平成25年3月に開催された第6
回大会には過去最多の2,400人超が参加し、うち６割超は県外からの参加者が占める大会へと成
長した。 
 規模を拡大した鳥取マラソンを成功させるため、県も参画して新しい「新生鳥取マラソン実
行委員会」を平成25年7月29日に立ち上げた。昨今のマラソンブームを追い風に、競技力の向上
はもとより、地域資源にも資するマラソン大会とするため、参加定員を3,000人に拡大するとと
もに、鳥取市内の観光地を取り入れたコースに変更する。 
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平成２５年度一般会計補正予算説明資料 

２款 総務費 
 ２項 企画費                          企画課（内線：７１３１） 
    １目 企画総務費                                    （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補 正 計 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）「関西ワールド
マスターズゲームズ 
2021」準備委員会負担
金  

0 1,000 1,000   

 

1,000  

トータルコスト 0 4,972 4,972 （補正に係る主な業務内容） 
負担金の納付、大会基本構想の検討等 従事する職員数 0.0人 0.5人 0.5人 

工程表の政策目標(指標) 各種知事会及び近隣各県との連携強化 

事業内容の説明 
 
１ 事業の目的・概要 

関西において2021年第10回ワールドマスターズゲームズの開催が決定し、「関西ワールドマスタ
ーズゲームズ2021準備委員会」が設置されたことに伴い、同委員会の平成25年度の事業活動の所要
経費を負担する。 

 【ワールドマスターズゲームズについて】 
・国際マスターズゲームズ協会（ＩＭＧＡ）が主催する、概ね30才以上の成人・中高年の一般ア

スリートを対象とした、４年ごとに開催される生涯スポーツの国際総合競技大会である。 
・生涯スポーツの振興のほか、国内外から多くの選手が集う大会であり、スポーツツーリズムの

要素も多く、観光関連産業や文化の活性化、国際交流促進などでも大きな効果が期待できる。 
・平成25年11月6日からＩＭＧＡによる関西一円の競技施設の査察が行われ、11月10日にはＩＭ
ＧＡと準備委員会との開催決定基本合意書の締結が行われた。 

 
２ 主な事業内容 
【関西ワールドマスターズゲームズ2021準備委員会】 
・関西が一丸となって2021年大会に向け活動を始めるため、官民連携の準備組織として9月26日
に設立した。（関西広域連合の構成団体（大阪府・大阪市を除く）、各府県体育協会、関西の経
済団体等により構成。会長は関西広域連合長である井戸兵庫県知事。） 

・平成26年度には準備委員会を改組し、組織委員会（大会開催の実行組織）を設立する予定。 
 
 ○平成25年度負担金 1,000千円（参加９府県市による均等割による負担、全体事業費の内数） 

※府県市間の負担割合については、平成26年度以降に組織委員会において検討・決定される。そ
れまでの間は、府県市が均等に経費を負担し、最終的には組織委員会で負担割合を決定し、精
算する。（負担割合の基本的考え方：競技数や規模（参加者数）等に応じて按分することを基
本とする） 

 
○関西ワールドマスターズゲームズ2021 全体概算経費 28億円 

（過去の大会を勘案し準備委員会で想定した事業費） 
※参考：2009年シドニー大会事業規模 約28.6億円、 

2017年オークランド大会事業規模 約28億円 
（収支計画概算） 

収  入 支  出 

①参加費 ６億円 ①大会運営費 12.5 億円 

②開催府県市負担金 ７億円 ②大会準備費 14 億円 

③民間等（スポンサー、助成等） ７億円  うち 開催権利金 6.5 億円 

④公的補助金 ７億円  うち 広告宣伝費 １億円 

⑤物販収入等 １億円  うち マーケティング費 １億円 

  ③予備費 1.5 億円 

合計 28 億円 合計 28 億円 

 

- 12 -



平成２５年度 一般会計補正予算説明資料 

７款 商工費 
 ３項 観光費                        まんが王国官房（内線：７８０１） 
    １目 観光費                                      （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

〔債務負担行為〕 
まんが王国発 
ソフトパワー事業 

  

 
 
 

306,310 

 
債務負担
行為額 
37,000  
10,000  

 

債務負担
行為額 
37,000  
316,310  

  

(基金繰入金) 

債務負担 
行為額 
37,000 
10,000 

  

トータルコスト 353,974 10,000 363,974 （補正に係る主な業務内容） 
著作権者等との調整、広報宣伝用制作物作成 従事する職員数   6人   0人  6人 

工程表の政策目標(指標) まんが・アニメ等を活用した新たな魅力づくり 

事業内容の説明 
 
１ 事業の目的・概要 

・これまで、「国際まんが博」、「まんが博・乙」のイベント開催により、まんが王国とっとりを
国内外に大きく情報発信したり、まんがを活用したまちづくりを進めている。 

・こうした中、水木しげるロードなど鬼太郎のふるさと鳥取は国内外に広く認知されているが、
「名探偵コナン」は、国内外で人気があるにも関わらず、鳥取との繋がりが認知されていな
いのが現状。 

・平成２６年度に「名探偵コナン」が週刊サンデーに掲載されてから２０年を迎える機会を捉
え、これまで築かれた小学館との繋がりを活用し、国内外に「名探偵コナンのふるさと鳥取
県」を大きく情報発信する。 

・なお、早期に著作権者等に事業内容を提案し許諾を経て事業着手、広報宣伝を来年春から展
開するため、債務負担を設定するとともに、今年度必要となる経費を補正するものである。 

 
２ 主な事業内容 

（１）「名探偵コナン謎解きラリー」 
   「名探偵コナン」を活用し、小学館等と連携した「鳥取県オリジナルの謎解きラリー」を開

催し、国内外に大きく情報発信するとともに、外国人観光客も含めて県内周遊を促進する。 
   【事業概要】（案） 

    【必要経費】 
     債務負担行為額（平成２６年度）    ２７，０００千円 
     平成２５年１１月補正額        １０，０００千円 
        総事業費             ３７，０００千円 

ラリー開催時期 平成２６年７月～９月（平成２６年３月頃から広報宣伝を開始） 
謎解きポイント 県内全域（水木しげるロード、青山剛昌ふるさと館、白壁土蔵群、

砂の美術館、コナンラッピング列車等）及び週刊少年サンデー誌

面等 
＊謎解きポイント毎に設定された「コナンからの謎」を解き、全

てのポイントを回ると最後の謎が解決する。 
賞 品 ・ポイント毎の正解者に地域限定コナングッズ 

・全ての謎解き正解者には、抽選で名探偵コナン賞 
広報宣伝 ○日本人向け 

週刊少年サンデー、ビッグコミック等小学館と連携した雑誌掲

載、ＪＲ情報誌掲載、ホームページ、県外イベント等 
○外国人向け 
海外旅行会社へのプロモーション、海外イベント等でのＰＲ 

○謎解きポイント設置の「コナンパネル」でのクチコミ拡散 
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     ＊平成２５年１１月補正額は、宝探し企画業務、広報業務、オリジナル商品開発に要す

る経費で、平成２６年１月から事業着手、平成２６年３月上旬には、広報宣伝を開始

する予定。 
 
 
（２）「名探偵コナンまつりＶｏｌ２」 
   名探偵コナンの声優、アーティストが一堂に会する参加型イベント「名探偵コナンまつり 

Ｖｏｌ２」を市町村等と連携して実施する。      
   【事業概要】（案）  
 
 
 
 
     

【必要経費】 
債務負担行為額（平成２６年度）  １０，０００千円 

     ＊平成２６年１月から企画協議、出演者への依頼等を行い、平成２６年３月上旬には、

（１）「名探偵コナン謎解きラリー」の広報宣伝と併せてＰＲを開始する予定。 
    

（参考）「名探偵コナンまつりＶｏｌ １」 

       開催時期：平成２５年８月２４日（土） 

       開催場所：倉吉未来中心 

       来場者数：１，５００人（県外４０％・県内６０％） 
 
 
［元老院国づくり構想について］ 

   ○本年度、知識と経験を持つ有識者による「まんが王国とっとり元老院」を設置し、 

「まんが王国とっとり国づくりチャレンジプラン（仮称）」の策定を進めている。 

《国づくりの方向性》 

    次の３つのアプローチをもって、取りまとめていく予定。 

① 文化振興・観光振興 

② 人間形成・産業育成 

③ 交流推進・相互理解 

 

《元老院での意見（抄）》 

・将来の「まんが王国」のイメージを描き、その夢に到達するには何をするべきか整 

理して取り組むべき。「まんがですから」と開き直って壮大な夢を描いてよい。 

・必ずしもまんがを目的にしていない一般観光客に対するアプローチは、漫画愛好家 

に対するものとは異なる。温泉などの観光資源にまんがを使い県全体をアピールし 

てはどうか。 

・県は、既存のまんが関連施設の取組を支援するとともに、地道であっても、まんが 

に親しめるようなイベントを実施すべき。 

・まんが表現は、子育て王国や食のみやこにも活用していくべき。まんが王国官房と 

して、商談会の開催で県内クリエイターとの橋渡しを行うなど、部局横断的な連携 

に留意してほしい。 
    
 

開催時期 平成２６年８月 
開催場所 県中部地域 
内容 ・名探偵コナンに登場するキャラクターの声優のトークショー

及びテーマソングの歌手によるコンサート及び参加型イベ

ント 
・青山剛昌ふるさと館ＰＲブース、中部市町村ＰＲブースも設

置予定 
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平成２５年度一般会計補正予算説明資料
８款 土木費

１項 土木管理費 住宅政策課（内線：７３９１）

４目 建築指導費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備考

起債 その他 一般財源国庫支出金

住宅・建築物耐震化 57,909 10,000 67,909 0 0 0 10,000

総合支援事業

トータルコスト （補正に係る主な業務内容）65,853 10,000 75,853

従事する職員数 1.0人 0.0人 1.0人 －

住宅、公共施設等建築物の耐震化率を向上させる工程表の政策目標 指標（ ）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

大規模地震の発生に備え、建築物の安全性の向上を一層促進するため、建築物の耐震改修の促進

に関する法律が改正（11月25日施行）され、平成２７年末を期限として現行の耐震基準に満たない

不特定多数の者が利用する大規模施設の耐震診断が義務化される。

この改正に伴い、本県においても義務化の対象となる大規模施設の耐震化の促進に向けて、対象

施設の所有者が迅速に耐震診断に取り組む場合に補助するため必要額を増額補正する。

２ 主な事業内容

○耐震対策緊急促進事業

項 目 内 容

対象事業 昭和56年５月31日以前に建築された民間の不特定多数の者が利用する建築物の所有

者が行う耐震診断

・用途：多数の者が利用する大規模建築物

・規模：階数３以上（体育館は１階以上）及び延べ面積5,000㎡以上

※小中学校等は階数２以上及び延べ面積3,000㎡以上

※保育所・幼稚園は階数２以上及び延べ面積1,500㎡以上

事業主体 市町村（国、県、市町村の補助）

補助額 耐震診断費20,000千円を上限として助成（※床面積に応じた面積単価による限度額

あり）

負担割合 県は市町村と同額を補助、国は地方公共団体（県＋市町村）と同額を補助

※最大 国1/2、県1/4、市町村1/4

予算額 30,000千円

○内 訳

区 分 ６月補正 11月補正 計

耐震診断 棟 数 ４棟 ６棟 １０棟

事業費(千円) 80,000 40,000 120,000

県助成額 (千円) 20,000 10,000 30,000

※ １棟あたりの補助額は、新たに国から限度額が示されことに伴い見直し。
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平成２５年度一般会計補正予算説明資料
７款 商工費

２項 工鉱業費 経済産業総室［産業振興室］（内線:７６５７）
５目 産業技術センター費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補正前 補 正 計 備 考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

(地独）鳥取県産業技術
センター運営費補助金 <180,600> 県費負担
（食品開発研究所施設 33,647 314,563 348,210 258,000 56,563 237,163
整備）

トータルコスト 33,647 314,563 348,210 （補正に係る主な業務内容）
補助金交付決定手続き 等

従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人

工程表の政策目標（指標） ―

事業内容の説明
１ 事業の目的･概要

本県が有する農林水産資源を活用した農商工連携等による付加価値の高い新商品開発と県内
食料品の安全･安心対応による差別化を支援するため、（地独）鳥取県産業技術センター食品開
発研究所の技術・研究開発機能を強化（施設整備）するための経費をセンターへ補助する。

２ 主な事業内容
（１）商品開発支援棟(仮)の新設に係る工事費等（２８７，８４９千円）

既存の実験棟建替えに要する経費のうち、建築工事費、工事監理料等の経費を補助する。
（２）上記整備に伴う諸経費（２６，７１４千円）

実験棟から機器等を移設するための経費及び施設に付随する什器類（作業台、整理棚等）
の購入に要する経費を補助する。
機器等の移設経費 14,300千円
施設付随備品（什器類等）の購入経費 12,414千円

合 計 26,714千円

＜参考＞ 食品開発研究所施設整備の全体概要
・場 所 鳥取県産業技術センター 食品開発研究所（境港市中野町）

（施設目的： 食品加工技術等に関する試験研究及び技術支援）
・整備スケジュール 平成26年11月 工事完成

平成27年 2月 開所
・整 備の概 要

(1) 商品開発支援棟（仮）の新設
既存の実験棟（昭和53年建築）の建替え ○規模･構造：木造１階建 ○延面積：457.2㎡

・商品開発支援ゾーン
衛生的な環境下で、原料の加工から商品開発まで一貫した試作開発が可能。

・食品品質評価支援ゾーン
差別化商品の開発のため、味・においの数値化や官能評価等が可能。

(2) 高機能開発支援棟の増･改築
既存の高機能開発支援棟を改修し、健康･美容商品開発支援ゾーンの新設と起業化支援ゾ

ーンとしてｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ室を増築する。○規模･構造：ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ造１階建 ○延面積：588.24㎡
・総 事 業 費

区分 金額(千円) 財源内訳 ｽｹｼﾞｭｰﾙ 備 考
県費 国費

(1)商品 基本設計･地質調査 7,423 H24実施 H24.9月補正予算措置済
開発支援 料 県10/10
棟の新設 実施設計料 12,270 H25.5～ H25年度当初予算措置済

H25.12
建築工事費 280,628 H25.12 【今回補正分】
工事監理料 6,933 県10/10 ～ 287,849千円
設計意図伝達 288 H26.11
小 計 307,542

(2)高機 健康･美容商品開発 県10/10 H25年度当初予算措置済
能開発 支援ゾーンの改修 8,286 H25実施 （実施設計料、工事監理料、

支援棟の 起業化支援ゾーン 13,091 13,091 国補助金 工事費等含む)

増･改築 の増築（2室→4室） 活用(1/2)
小 計 21,377 13,091

総 合 計 342,010

（注）起債欄の上段＜＞書きは、交付税措置額を除いた額である。
県費負担は、起債欄の＜＞書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。

- 16 -



（参考）施設整備の概要

（１）食品開発研究所敷地内配置図

今回補正分

（２）「商品開発支援棟（仮）」平面図

（３）期待される効果及び利用想定企業

区 分 期待される効果 利用想定企業
衛生的な環境下で、原材料 サンパック（倉吉市）、八頭町農業公社（八

商品開発支援ゾーン から商品開発まで一貫した 頭町）、澤井珈琲（境港市）、エミネット
試作開発が可能 （米子市）、カンダ技工（米子市）、甲陽

ケミカル（境港市）等
とっとり発：おいしさ商品 サングルメ（鳥取市）、エミネット（米子

食品品質評価ゾーン サポート 市）、サンパック（倉吉市）、宝福一（倉
吉市）、カンダ技工（米子市）等

健康食品、化粧品等高純度 リムサプライ（境港市）、カンダ技工（米
健康・美容商品開発 ・高品質の素材抽出や機能 子市）、八幡物産（米子市）、日本水産（境
ゾーン 性評価が可能 港市）、ゼンヤクノー（鳥取市）等

⑮ＷＣ
女子

⑱官能評価室

－２０℃

５℃

－４０℃ 凍結室

冷
凍

機
械

室

⑦粉体加工室

粉砕・造粒

⑤包装・充填
室

包装
ボトリング

⑩
資

材
倉

庫⑨機械倉庫

⑫
更

衣
室

（
男

性
）

シ
ャ

ワ
ー

機
能

⑪更衣室（女性）
シャワー機能

1階建て

⑭ＷＣ
男子

ホ
ー

ル前室

原料・資材等
搬入口（シャッ

ター）

自動開閉シャッ
ター

簡易クリーンルーム

パスボックス

出入り口

１℃

氷温

①冷凍冷蔵施設

⑬
風除室

①冷凍冷蔵施設

（新設） 商品開発支援棟

⑰加工食品開発
室

⑲品質評価室

②原料処理エリア

④加熱加工エリア

加熱
濃縮
燻煙

ボイル
殺菌

⑥乾燥素材化エリア

凍結乾燥
噴霧乾燥
真空乾燥
低温乾燥

③素材化加工エリア
搾汁、混合、遠心分離

高圧処理、急速凍結

①冷凍冷蔵施設
⑧器具
洗浄

乾燥エリ
ア

⑧器具
洗浄

乾燥エリ
ア

⑯
多目的

WC

商品開発支援ゾーン

食品品質評価支援ゾーン
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平成２５年度一般会計補正予算説明資料

10款 教育費

１項 教育総務費 小中学校課（内線：７９１５）

４目 教育連絡調整費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

（新）土曜授業実施

0 740 740 740支援事業

トータルコスト （補正に係る主な業務内容）0 740 740

従事する職員数 研修会開催、交付金事務0.0人 0.0人 0.0人

－工 程 表 の 政 策 目 標 （ 指 標 ）

事業内容の説明

１ 事業の概要
来年度から土曜授業（※）の実施を検討している市町村の実施に向けた準備を支援するため、県

教育委員会で先進事例を学ぶための研修会を開催するとともに、市町村が実施内容を検討する際に

要する経費を支援する。

※土曜授業の位置付けと全国の状況

土曜授業の定義 「土曜授業」とは、児童生徒の代休日を設けずに土曜日等を活用して教

育課程内の学校教育活動を行うものをいう。

全国の実施状況 小学校 ８．８％ 中学校 ９．９％

（平成２４年度） （実施校のうち半数程度（小学校 ５０．５％ 中学校 ４３．２％）

は年３回以下の実施にとどまっている ）。

中四国地方の実施状況 広島県（小学校４１校、中学校３校）

（平成２４年度実施県） 徳島県（小学校３校 、高知県（小学校１校、中学校２校））

国の状況 【文部科学省「土曜授業に関する検討チーム 】」 ）（最終まとめ平成２５年９月

・土曜日において、子どもたちに、学校における授業や地域における多

様な学習や体験活動の機会などこれまで以上に豊かな教育環境を提供

し、その成長を支えることができるよう学校、家庭、地域の三者が連

携し、役割分担しながら取り組むことが必要である。

・このため、学校教育法施行規則の改正を行い、設置者の判断により、

これまで以上に土曜授業に取り組みやすくする。

２ 主な事業内容

（１）土曜授業研修会の開催（県主催） １００千円

・開催時期 １２月

・講 師 既に土曜授業を実施している市町村教育委員会の職員等（予定）

・対 象 市町村教育委員会教育長・担当者、学校関係者、ＰＴＡ関係者 等

・会 場 県内１カ所

（２）土曜授業の実施に向けた検討経費等支援交付金 ６４０千円

・対象 市 町 村 ４市町村（１６０千円／市町村）

・交付対象経費 外部講師等の謝金・旅費、先進地視察旅費、アンケート処理費 等

３ これまでの取組状況、改善点

・平成２２年度から東京都で学校週５日制の趣旨を踏まえつつ、月２回までの土曜授業実施が可能

とされたことを一つのきっかけとして、全国で土曜授業実施の動きが広がりつつある。

・本年９月、文部科学省の「土曜授業に関する検討チーム」において、子どもたちの土曜日の教育

環境をより充実させる必要があり、その一つの方策として土曜授業に主体的に取り組む学校設置

者を支援する取組を行う旨の最終まとめが行われた。

・本年度、市町村教育委員会に対して土曜授業の積極的な検討を呼びかけているが、実施のイメー

ジがつかみにくいとの声もあることから、本事業により市町村教育委員会の主体的な検討を支援

する。
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平成２５年度一般会計補正予算説明資料

10款 教育費
１項 教育総務費 教育環境課（内線：７５０７）
６目 教育財産管理費 （単位：千円）

財 源 内 訳
備考事 業 名 補 正 前 補 正 計

一般財源国庫支出金 起債 その他
県費負担額県立学校耐震化 <20,100>

推進事業費（県
67,000 61 20,161立鳥取西高等学 197,982 67,061 265,043

校整備事業費）
トータルコスト 207,516 67,061 274,577 （補正に係る主な事業内容）
従事する職員数 1.2人 0.0人 1.2人 工事内容の調整、契約事務等

鳥取西高校の整備工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
鳥取西高等学校の校舎整備（耐震・老朽改修）に係る実施設計が完了したため、耐震改修

工事等に着手する。

２ 主な事業内容

（１）仮設校舎の整備
（２）第三校舎の改修工事
（３）芸術棟、エレベーター棟新築工事、第一・二校舎耐震改修工事、体育館耐震改修工事
（４）部室、駐輪場新築工事、外構工事他

＜事業費＞ （単位：千円）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 計区 分
第三校舎改修等 67,061 1,403,825 － － － － 1,470,886
仮設校舎リース － 369,904 25,221 25,221 105,089 － 525,435
芸術棟改修等 － － 1,256,195 152,072 － － 1,408,267
部室・外構工事等 － － － － 374,663 － 374,663
工事監理委託 － 31,372 31,372 31,372 31,372 － 125,488
工損事後調査 － － － － － 8,229 8,229

合 計 67,061 1,805,101 1,312,788 208,665 511,124 8,229 3,912,968
※平成２５年度から平成３０年度継続事業

（注）起債の上段< >書きは交付税措置額を除いた金額である。
県費負担額は起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。

【参考】鳥取西高等学校の整備スケジュール（予定）

10 12 2 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2

弓道場解体

テニスコート整備

測量設計・土質調査 南通路整備

校舎実施設計 仮設校舎・第３校舎改修他

芸術棟・EV棟新築、第1、2校舎・体育館耐震改修他

部室・駐輪場新築、外構整備他

第１グラウンド整備

発掘調査 発掘調査

工事監理・設計意図伝達

　家屋事前調査 家屋事後調査

Ｈ３０Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９
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平成２５年度一般会計補正予算説明資料

10款 教育費

１項 教育総務費 教育環境課（内線：７５０７）

６目 教育財産管理費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補 正 前 補 正 計 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

県立学校耐震化 <217,000> 県費負担額

推進事業費（県

立八頭高等学校 7,657 241,926 249,583 217,000 24,926 241,926

改築整備事業費）

トータルコスト 10,835 241,926 252,761 （補正に係る主な事業内容）

従事する職員数 0.4人 0.0人 0.4人 工事内容の調整、契約事務等

工程表の政策目標(指標) 全県立学校施設の耐震化

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

八頭高等学校の校舎整備（教室棟改築）に係る実施設計が完了したため、改築工事等に着

手する。

２ 主な事業内容

（１）教室棟改築工事

教室棟２棟を新たに木造２階建構造の教室棟として整備する。

（２）既存教室棟の解体工事

教室棟改築工事が完了した後に、既存教室棟を解体する。

＜事業費＞ （単位：千円）

区 分 25年度 26年度 27年度 28年度 合計

教室棟改築 241,926 302,407 60,480 － 604,813

既存教室棟解体 － － 63,598 － 63,598

工事監理委託 － 11,860 6,165 2,354 20,379

合 計 241,926 314,267 130,243 2,354 688,790

※平成２５年度から平成２８年度継続事業

※特別教室棟の耐震改修等については、平成２６年度の補正予算で実施予定

（注）起債の上段< >書きは交付税措置額を除いた金額である。

県費負担額は起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。

【参考】八頭高等学校の整備スケジュール（予定）

4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2

地質調査

基本・実施設計

解体工事設計

教室棟改築

特別教室棟耐震改修

渡廊下、外溝

工事監理・設計意図伝達

凡例 公募期間 工事期間 委託期間

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

既存教室棟解体
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平成２５年度鳥取県営病院事業会計補正予算説明資料
１款 資本的支出

１項 建設改良費 病院局総務課（内線：７７６８）
２目 建設仮勘定 （単位:千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補正前 補 正 計 備考

国庫支出金 起債 繰入金 その他
（新）中央病院 債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為

建替整備基本計 （内部留保資金)

画策定事業 27,962 27,962 27,962

（内部留保資金)

0 1,338 1,338 1,338

説 明
１ 事業の経緯

○本年２月に有識者等から成る「鳥取県立中央病院機能強化基本構想検討委員会」を設置し、
計４回の意見聴取等を経て、機能強化の方向性や立地場所等について合意を得た。

○この結果を踏まえ、鳥取県立中央病院機能強化基本構想（素案）をとりまとめ、パブリック
・コメントを実施したところである。（１１月上旬～中旬に公表）

〔機能強化の方向性〕
・救急医療の充実（脳卒中センター、心臓病センターの整備）
・周産期医療の充実
・がん医療の充実（地域がんセンターの整備：高度医療、低侵襲性医療、緩和ケア医療）
・災害時医療
・原則紹介外来
・教育・研修機能の強化（研修センター）
〔病床規模〕５１８床（予定）
〔立地場所〕現在地

２ 事業概要
①鳥取県立中央病院機能強化基本構想を踏まえ、平成３０年度の新病院の整備に向け、整備の
基本計画を策定する。

②新病院整備の基本計画の策定に当たっては、コンサルティング会社等に委託する。（プロポーザル
方式により選定）
≪基本計画の主な内容≫
○規模、構造
○施設内容（病棟、手術室、各種検査部門等の機能・配置等フロアプラン）
○既存施設（外来棟）の利用計画
○敷地利用計画

建物の配置（配置計画、緑地計画等ゾーニング）、駐車場、ヘリポート、進入経路、将来の敷地
利用計画

○概算工事費
○敷地内他機関（看護学校等）との連携
○整備工程の考え方（整備手順、工事期間中の患者導線等）
○運用上の問題点の抽出と基本方針の策定
○上記を踏まえた設定与条件の作成

３ 所要額 ２９，３００千円
（単位：千円）

区分 金額 備考
評価委員会開催経費 1,338 ２５年度
基本計画策定委託料 27,962 ２６年度債務負担行為

計 29,300
※財源は内部留保資金

４ スケジュール（想定）

時期 内容
H25年12月～H26年7月 整備基本計画
H26年秋頃～H28年夏頃 基本・実施設計
H28年夏頃～H30年度 工事
H30年度 新病院オープン
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平成２５年度企業会計補正予算説明資料
款 資本的支出

項 建設改良費 工 務 課（内線７４４７）
目 建設仮勘定 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 補正前 補正 計 備 考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源
（新） 債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為

再生可能エネルギー 903,117 903,117 902,000 1,117

発電施設導入促進
事業（天神浄化セン 0 2,625 2,625 2,625
ター太陽光発電）

主な業務内容 再生可能エネルギーの普及拡大に資する太陽光発電施設の建設

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

１ 事業目的・概要
「とっとりグリーンウェイブ」の一環として、天神浄化センター敷地内に太陽光発電施設（メガソー

ラー）を設置し再生可能エネルギーの導入拡大を図り、本県の電力自給率の向上や二酸化炭素排出量
の削減に寄与する。

天神浄化センターにメガソーラーを導入することで、県中部エリア周辺の次世代エネルギーパー
クを形成する風力発電施設等と共に環境にやさしい発電エリアとしての魅力をさらに向上させること
が可能となる。

また、平成２４年７月１日から再生可能エネルギー固定価格買取制度がスタートし、法施行後３年
間は発電事業者の利潤に特に配慮されるものの、２年度目である本年度は発電設備のコスト実態を反
映した単価の見直しが行われ、来年度以降も同様な単価低減が見込まれることから、早期着手が採算
面で有利となる。

○太陽光発電（10kW以上）の買取条件
項 目 価 格（税抜） 買取期間

平成25年度分告示 36円/kWh 20年

・本年度単価の見直しが行われ、昨年度の40円/kWhから本年度は36円/kWhに改定された。

２ 事業内容
○天神浄化センター太陽光発電施設建設

事 業 内 容 要求額（千円）
位置 東伯郡湯梨浜町はわい長瀬 事業費（H25,26年度）
最大出力 １,５００ｋＷ ９１５，４６２
年間可能発電電力量 約１,７１０ＭＷｈ（一般家庭約470戸分）

○平成２５年度事業内容
測量等を実施し、年度内に太陽光発電設備工事等の発注を行う。

３ 債務負担行為額 903,117千円 （千円）

年 割 平成２５年度 平成２６年度 合 計
項 目

測量費等 2,625 2,625
設計・建設工事費 843,120（債務負担） 843,120
敷地造成工事費 59,997（債務負担） 59,997
系統連系負担金 9,720 9,720
合 計 2,625 912,837 915,462

４ 事業スケジュール

平成２５年度 測量、工事契約、実施設計

平成２６年度 工事施工、営業運転開始（平成２７年４月予定）

５ その他

＜再生可能エネルギー固定価格買取制度について＞
○平成２３年８月：電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法成立
○平成２４年６月：経済産業大臣が、調達価格等算定委員会の意見に基づき、エネルギー源の種別、

設置形態、規模等に応じて買取価格・買取期間等を決定
○平成２４年７月：法施行

・法施行後3年間は集中的に再生可能エネルギーの利用拡大を図るため､買取価格を
定めるに当たり､発電事業者の利潤に特に配慮することとされた｡(法附則第７条)

・毎年度、買取価格及び期間の見直しが行われる。
○平成２５年４月：買取価格の改定(太陽光発電単価(税抜)H24年度 40円/kWh→H25年度 36円/ｋWh）
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平成２５年度企業会計補正予算説明資料
款 資本的支出

項 建設改良費 工 務 課（内線７４４７）
目 建設仮勘定 （単位：千円）

財 源 内 訳
備 考事 業 名 補正前 補正 計

起 債 その他 一般財源国庫支出金
債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為 債務負担行為（新）

65,251 65,251 64,000 1,251再生可能エネルギー
発電施設導入促進
事業（鳥取放牧場 0 1,376 1,376 1,376
太陽光発電）

主な業務内容 再生可能エネルギーの普及拡大に資する太陽光発電施設の建設

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

１ 事業目的・概要
「とっとりグリーンウェイブ」の一環として、鳥取放牧場敷地内に太陽光発電施設を設置し再生可能

エネルギーの導入拡大を図り、本県の電力自給率の向上や二酸化炭素排出量の削減に寄与する。
鳥取放牧場は風力発電所の立地する全国でも珍しい環境で、これまでも環境教育エリアとして多数

の見学者を受け入れているが、太陽光発電所を建設することにより、環境にやさしい発電エリアとし
ての魅力向上、環境教育拠点としての機能充実が図られる。

なお 、平成２４年７月１日から再生可能エネルギー固定価格買取制度がスタートし、法施行後３年
間は発電事業者の利潤に特に配慮されるものの、２年度目である本年度は発電設備のコスト実態を反
映した単価の見直しが行われ、来年度以降も同様な単価低減が見込まれることから、早期着手が採算
面で有利となる。

○太陽光発電（10kW以上）の買取条件
項 目 価 格（税抜） 買取期間

平成25年度分告示 36円/kWh 20年

・本年度単価の見直しが行われ、昨年度の40円/kWhから本年度は36円/kWhに改定された。

２ 事業内容
○鳥取放牧場太陽光発電施設建設

事 業 内 容 要求額（千円）
位置 鳥取市久末 事業費（H25,26年度）
最大出力 １００ｋＷ ６７，７０７
年間可能発電電力量 約１２２ＭＷｈ（一般家庭約34戸分）

○平成２５年度事業内容
測量等を実施し、年度内に太陽光発電設備工事等の発注を行う。

65,251千円 （千円）３ 債務負担行為額

年 割 平成２５年度 平成２６年度 合 計
項 目

1,376 1,376測量費等
56,696 56,696設計・建設工事費 (債務負担)

8,555 8,555敷地造成工事費 (債務負担)

1,080 1,080系統連系負担金
1,376 66,331 67,707合 計

４ 事業スケジュール

平成２５年度 測量、工事契約、実施設計

平成２６年度 工事施工、営業運転開始（平成２７年３月予定）

５ その他

＜再生可能エネルギー固定価格買取制度について＞
○平成２３年８月：電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法成立
○平成２４年６月：経済産業大臣が、調達価格等算定委員会の意見に基づき、エネルギー源の種別、

設置形態、規模等に応じて買取価格・買取期間等を決定
○平成２４年７月：法施行

・法施行後3年間は集中的に再生可能エネルギーの利用拡大を図るため､買取価格を
定めるに当たり､発電事業者の利潤に特に配慮することとされた｡(法附則第７条)

・毎年度、買取価格及び期間の見直しが行われる。
○平成２５年４月：買取価格の改定(太陽光発電単価(税抜)H24年度 40円/kWh→H25年度 36円/ｋWh）
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